
エネルギーの地産地消について

2026年7月

江戸川区環境部気候変動適応計画課



気候変動の影響を真っ先に受ける可能性のある江戸川区
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図出所︓株式会社三菱総合研究所作成



2018-30年

エネルギーの地産地消に向けた江戸川区の歩み
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2025.12/15

江戸川電力
株式会社設立

2025.12/23

東京都「ゼロエミ
地区」に選定

 パリ協定（COP3）
世界平均気温上昇を、産業革命前に比べて
2度より十分低く保ち（2℃目標）
1.5度に抑える努力を追求する（1.5℃目標）

 SDGs（持続可能な開発目標）
国連持続可能な開発サミットで採択

2018.03/01

エコタウンえどがわ
推進計画
（第２次）

2023.02/03

江戸川区
カーボンマイナス
都市宣言

 日本政府2050年カーボンニュートラルを表明

2015年 2020-21年

 2022.12/1 
江戸川区気候変動適応計画

2008-18年

 東京都2030年カーボンハーフを表明

温室効果ガス排出量を2030年度までに40％→ 50％削減の目標（2013年度比）

 2023.4/1 スタート
気候変動に備え、脱炭素を目指す補助金

CO2排出量を2017年度に14％削減（2004年度比）

もったいない運動 エネルギーの転換（再エネ） エネルギーの地産地消

2008.02/01

エコタウンえどがわ
推進計画
（第１次）

達成
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世界 国

都
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エネルギーの地産地消とは

「脱炭素」、国や都はどのように実現するか



物価高騰で割高な東京の生活コスト → 近年では光熱水費も上昇

5

消費者物価指数（23区）

※総務省家計調査（2023年）を参照

特別区

中都市
15万人以上

全国 食料
住

居

光
熱
水

住居費が高い
【全国比1.5倍】

もともと安かった
光熱・水道費の
価格差が縮小

合計 24.7万円

合計 24.9万円

合計 27.9万円食料

特別区と全国との家計消費支出の比較

95

100

105

110

115

120

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2020年=100

光熱・水道費が
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総合

※総務省2020年基準消費者物価指数（2023年）を参照



江戸川区の現状 = エネルギー自給率が低く、区外にエネルギー代金が流出
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大手電力会社など
電気代など

電力など

自給率を上げてエネルギー代金の流出を防ぐエネルギーの地産地消で解決

江戸川区

「どこか遠くのエネルギーを買う」

出典︓地域エネルギー需給データベースHPより作成



江戸川区のポテンシャルは“住宅”にあり
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「東京都ソーラー屋根台帳」（ポテンシャルマップ）︓東京都環境局

東京都太陽光発電設備現況調査

区内の太陽光パネル設置率

2.77%

3,259／117,686棟



家庭部門のCO2排出量が最も大きく、「住宅の再生」が脱炭素のカギ
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2050年までに
約５万棟が新築

住宅ストックは約１２万棟

残された約７万棟
の既存住宅年間約２千棟の着工実績

※都内大手住宅メーカー約50社が対象の見込み、都内年間着工4.6万件のうち半数程度に相当（東京都）

2050年2030年2025年

太陽光義務化=約２～３万棟

※参照︓「住宅・土地統計調査」及び「建築着工統計調査」

202.1万t
区内のCO2排出量
（2018）

業務
23％

運輸
21％

廃
棄
物
４％

産業
12％

２０５０年時点で住宅の半数以上は老朽化した既存住宅の恐れ

区内住宅ストックの新築への置き換わり



既存住宅の脱炭素を強力に進めるため、新たなモデルに転換
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地球温暖化、物価高騰などの影響から区民生活を守る

初期費用が必要

電気代がほぼかからない

地域経済循環に貢献しない
収入として個人の手元に残ったまま

初期費用が不要（ゼロ）

電気代が安くなる

地域経済循環が拡大
地域に利益を還元

電力

設置工事

利用料

設置工事

電力



「（仮称）地域脱炭素」を巡って地域の皆さまとの歩み
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 地域エネルギー会設立に向けた説明会

2026.2/3

2025.4/11-5/31  意見公募

2025.7/5

2025.7/28-11/5
・12/15・23

 勉強会の顔合わせ会

2024.6/2

2024.6/16  （仮称）地域脱炭素を実現するための勉強会

 勉強会（第２回）

2024.10/23

2024.4/7

2024.8/18  勉強会（第３回）

千葉商科大学
田中信一郎 教授

 勉強会（第４回）

 勉強会（第５回）

 勉強会（第６回）

リノベーション
コーディネーター協会
瀧澤佐江子 理事長

2025.2/25
NPO法人足元から地球温暖化
を考える市民ネットえどがわ
奈良 由貴氏

事業パートナーのプロポーザル
江戸川電力の設立・東京都ゼロエミ地区に選定

「地域脱炭素の実現に向けた江戸川区の考え方
～地域エネルギー会社との連携方法について～」

2024.12/17

 勉強会（第７回）「再エネで安心な未来を」

「城東電車と江戸川電気」

「くらしの悩みを地域で
解決する方法を探る」

「江戸川区の考える
地域エネルギー事業とは」

「病気になりにくいすまい
～おうちで取り組む脱炭素～」

『「できない」から考える
江戸川区の新しいエネルギー』

「地域エネルギー会社設立
に向けた車座意見交換会」

松江第一中学校体育館にて

2026.3/30
【最終回】  勉強会（第８回）



「行列のできる!?脱炭素勉強会
～私たちの暮らしは変わるの？かわらないの？～



「脱炭素で暮らしの豊かさ実践事業」が始まります
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脱炭素が「我慢」や「コスト」ではなく、
・区民の皆さんの生活の「豊か」に繋がること
・ビジネスを「成長」させる前向きなチャンスに結びつける

令和８年度

目的 区民・事業者の皆さんとの自由なアイディアを対話に
よって地域脱炭素に向けた行動変容に繋げていく

東京から電気がなくなったら！？
なくなって気づく、一番困るものから脱炭素を
考えるワークショップを開催しました。

実施報告

令和8年度 スケジュール（案）

第1回 7月4日（土） 10:00～11:30



東京23区初の地域エネルギー会社が誕生

「脱炭素」、国や都はどのように実現するか



東京23区初の地域エネルギー会社が江戸川区で誕生
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江戸川電力株式会社設立発起人会
（2025年12月8日江戸川区役所本庁舎にて）

商 号 江戸川電力株式会社

所 在 地 江戸川区西葛西7-20-10 ５F

資 本 金 5,000万円

設 立 2025（令和7）年12月15日（月）

代 表 者 代表取締役肥沼直樹
取締役会長柳内光子
取締役 山地徹 森本勝也 蛭川仁美
監査役 黒津登喜郎

事業内容 主に住宅を対象としたＰＰＡ（第三者保有モデル）
による太陽光発電設備等の導入事業ほか

株 主

名称 所在地 比率 企業概要
株式会社内山アドバンス 江戸川区東瑞江 40％ 生コンクリートの製造・販売
株式会社EDF 江戸川区東小岩 30％ 再エネ発電事業及び運営管理など
東亜物流株式会社 江戸川区一之江 15％ 物流、廃棄物処理関係
小松川信用金庫 江戸川区平井 ５％ 区内に本店を置く唯一の信用金庫
江戸川区 江戸川区中央 10％
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事業開始後の想定スキーム

東京都

江戸川区

江戸川区
民間企業4社

既存住宅等江戸川電力株式会社

補助金
※1、2

出資

太陽光パネルを無償で設置
※３ 工事は外注

利用者は、太陽光発電によ
る利用料を支払う

PPA契約

設置・保守運用※３

利用料の支払い

1kWhあたり29円を予定

地産地消で地域経済活性化

・太陽光パネル設置受注
・省エネ相談 等

イメージ

※１ （都）住宅用太陽光発電初期費用ゼロ促進の増強事業助成金・災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業助成金
※２ （区）地域エネルギー事業普及促進補助金



（参考）江戸川電力株式会社 ホームページ

15
江戸川電力株式会社 | EDEN ̶ 電気の地産地消で、地域の未来を明るく



東京都内初の「東京都ゼロエミ地区」に選定

「脱炭素」、国や都はどのように実現するか



2025年12月、東京都内初の「東京都ゼロエミ地区」に選定
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江戸川区・千代田区の2自治体が選定



２０３０年

得られた知見を区内全域に展開

100年ぶりに復活
「江戸川電気」

江戸川区ゼロエミッション地区
東小松川3・4丁目・松江5丁目・船堀4丁目

集合住宅の
脱炭素化

低圧電力
一括受電

削減割合（2000年比）

２０３５年

※系統電力の排出係数の削減を見込んでいません

７つの取組みでＧＨＧ排出量を削減
取組①

地産地消の電力で
家計にもやさしく

取組②

余剰電力を循環
レジリエンス強化

コミュニティ蓄電池
導入検討

取組③

脱炭素経営を
もっと身近に

協力

取組④

地域間連携で
共生型再エネを

取組⑤

電気もガスもCO2フリー
コンベンション施設

都内三大タワーの一つ
TH船堀

取組⑥

取組⑦

削減量（積み上げ）



ご清聴いただきありがとうございました


